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一般社団法人日本レスキューボランティアセンター 

 

 

 

平成２８年 ９月 １日法人設立 

平成３０年１０月３１日最終改正 



定  款 

 

第１章 総  則 

（名  称) 

第 １ 条 当法人は、一般社団法人日本レスキューボランティアセンターと

称する。略称はＪＲＶＣ（ジェイアールブイシー）とする。 

 

（主たる事務所) 

第 ２ 条 当法人は、主たる事務所を東京都渋谷区に置く。 

 

（目  的） 

第 ３ 条 当法人は、災害時における適切な初動対応を行うため、ボランテ

ィア及びボランティア関係組織の効率的・効果的な統括・運営、

一元管理、育成・養成及び情報発信を行うことにより、災害後の

速やかな復興に寄与することを目的とする。 

２ 当法人は、前項の目的を達成するため次の事業を行う。 

（１）災害時の人命救助、人的支援、物的支援に関する研修の

企画、制作、実施 

（２）ボランティア及びボランティアリーダーの育成、養成 

（３）防災に関する研修の企画、制作、実施 

（４）防災に関する教材の企画、製作、販売 

（５）防災用品、防災備蓄品の企画、製作、販売 

（６）防災アプリ、防災ソフトの開発 

（７）前各号に附帯する一切の業務 

 

（公  告） 

第 ４ 条 当法人の公告は、官報に掲載してする。 

 

（機  関） 

第 ５ 条 当法人は、当法人の機関として社員総会及び理事以外に理事会及

び監事を置く。 

 

 

 

 



第２章 会   員 

（会  員） 

第 ６ 条 当法人の会員は、次の３種別とし、正会員をもって一般社団法人

及び一般財団法人に関する法律（以下「一般社団法人法」という。）

上の社員とする。 

（１）正会員  当法人の運営に主体的に参与する法人又は団体

（以下「団体等」という。）及び個人 

（２）準会員  （以下、「JRVC会員」という。）当法人の目的又

は事業に賛同する団体等及び個人 

（３）カウンターパートナー （以下、「JRVCボランティア」と

いう。）当法人の目的又は災害時のボランティア

活動に関心を有する団体等又は個人 

 

（入  会） 

第 ７ 条 会員として入会しようとする者は、別に定める入会申込書により

申し込み、理事会の承認を得て会員となる。ただしJRVC会員及び

JRVCボランティアへの入会については、理事会の承認は不要とす

る。 

（会  費） 

第 ８ 条 会員は、別に定める入会金及び会費を納入しなければならない 

 

 

（会員の有効期間） 

第 ９ 条  会員の登録有効期間は一年間（9月1日～翌年8月31日）とする。 

 

（登録の更新） 

第 １０ 条  自動更新とする。ただし、会員本人から退会の申し出があった

場合にはこの限りではない。 

会費の納入は有効期限の１か月前から受付け、更新後 3 か月を過 

ぎても納入が行われなかった場合には会員としての資格を失効す 

る。（JRVC ボランティア会員を除く） 

 

（特 典） 

第 １１ 条 「ＪＲＶＣ会員」の特典は、理事会の承認を経て別に定める。 

 

（会員規定の改定等） 

第 １２ 条  会員規定は、理事会の承認を経て改定または廃止することがで

きる。 

 



（会員の資格喪失） 

第 １３ 条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。 

１．退会したとき。 

２．成年被後見人又は被保佐人になったとき。 

３．死亡し、若しくは失踪宣言を受け、又は解散したとき。 

４．１年以上会費を滞納したとき。 

５．除名されたとき。 

６．総社員の同意があったとき。 

 

（退  会)  

第 １４ 条 会員は、別に定める退会届を提出することにより、任意にいつで

も退会することができる。 

 

（除  名） 

第 １５ 条 当法人の会員が、当法人の名誉を毀損し、当法人の目的に反する

行為をし、会員としての義務に違反するなど除名すべき正当な事

由があるときは、社員総会の特別決議によりその社員を除名する

ことができる。 

 

（社員名簿） 

第 １６ 条 当法人は、社員の氏名又は名称及び住所を記載した社員名簿を作   

      成し、当法人の主たる事務所に備え置くものとする。 

    ２ 当法人の社員に対する通知又は催告は、社員名簿に記載した住所 

又は社員が当法人に通知した居所にあてて行うものとする。 

 

（権利の喪失） 

第 １７ 条 会員が第８条の規定によりその資格を喪失したときは、当法人に 

      対する会員としての権利を失い、義務を免れる。正会員について 

は、一般社団法人法の社員としての地位を失う。ただし、未履行 

の義務はこれを免れることはできない。 

    ２ 当法人は、会員がその資格を喪失しても、既納の会費及びその他 

の拠出金品は、これを返還しない。 

 

 

 

 

 



第３章 社員総会 

 

（社員総会)  

第 １８ 条 当法人の社員総会は、定時社員総会及び臨時社員総会とし、定時 

社員総会は、毎事業年度の終了後３か月以内に開催し、臨時社員 

総会は必要に応じて開催する。 

 

（開催地) 

第 １９ 条 社員総会は、主たる事務所の所在地において開催する。 

 

（招  集） 

第 ２０ 条 社員総会の招集は、理事会がこれを決し、理事長が招集する。 

２  社員総会の招集通知は、会日より1週間前までに各社員に対して発 

する。 

 

（決議の方法)  

第 ２１ 条 社員総会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、総社員 

の議決権の過半数を有する社員が出席し、出席社員の議決権の過 

半数をもってこれを行う。 

 

（議決権） 

第 ２３ 条  各社員は、各１個の議決権を有する。 

 

（議  長） 

第 ２３ 条 社員総会の議長は、理事長がこれに当たる。理事長に事故がある 

ときは、当該社員総会において議長を選出する。 

 

（議事録） 

第 ２４ 条  社員総会の議事については、法令の定めるところにより議事録を 

作成し、社員総会の日から１０年間主たる事務所に備え置く。 

 

 

 

 

 

 

 



第４章 役員等 

（役員の設置） 

第 ２５ 条  当法人に、次の役員を置く。 

理事 ３名以上 

監事 １名以上 

２ 理事及び監事は、社員総会の決議によって選任する。 

３ 当法人は、理事会の決議によって、代表理事１名を定める。 

４ 代表理事は理事長とする。 

５ 必要に応じて、理事会の決議をもって、理事の中から専務理事、

常務理事を選任することができる。 

 

（理事の職務及び権限） 

第 ２６ 条  理事は理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、 

職務を執行する。 

２ 理事長は、当法人を代表し、その業務を執行する。 

３ 理事長に事故又は支障があるときは、あらかじめ定めた順位によ

り他の理事がその職務を代行する。 

４ 理事長は、毎事業年度に４箇月を超える間隔で２回以上、自己の

職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。 

 

（監事の職務及び権限） 

第 ２７ 条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、 

監査報告を作成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、

当法人の業務及び財産の状況の調査をすることができる。 

 

（任  期） 

第 ２８ 条  理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終の 

ものに関する定時社員総会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時社員総会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満

了する時までとする。 

４ 役員は、辞任又は任期満了後において、定員を欠くに至った場合

には、新たに選任された者が就任するまでは、その職務を行う権

利義務を有する。 

 



（解  任） 

第 ２９ 条  役員は、社員総会の決議によって解任することができる。 

ただし、監事を解任する場合は、総社員の半数以上であって、総

社員の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければ

ならない。 

 

（報酬等） 

第 ３０ 条  役員の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当法人から受け 

る財産上の利益（以下「報酬等」という。）は、社員総会の決議 

をもって定める。 

 

第５章 理事会 

 

（招  集） 

第 ３１ 条  理事会は、理事長が招集し、会日の５日前までに各理事及び各監 

事に対して招集の通知を発するものとする。ただし、緊急の場合 

にはこれを短縮することができる。 

２ 理事会は、理事及び監事の全員の同意があるときは、招集手続き

を経ずに開催することができる。 

 

（決  議） 

第 ３２ 条  理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除 

く理事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、一般社団法人法第９６条の要件を満た

したときは、理事会の決議があったものとみなす。 

 

（議事録） 

第 ３３ 条  理事会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作 

成する。 

２ 出席した理事及び監事は、前項の議事録に記名押印する。 

 

 

第６章 基  金 

 

（基金の拠出) 

第 ３４ 条  当法人は、基金を引き受ける者の募集をすることができる。 

２ 拠出された基金は、当法人が解散するまで返還しない。 



３ 基金の返還の手続については、一般社団法人法第２３６条の規定

に従い、基金の返還を行う場所及び方法その他の必要な事項を清

算人において別に定めるものとする。 

 

 

第７章 計  算 

 

（事業年度） 

第 ３５ 条  当法人の事業年度は、毎年９月１日から翌年８月３１日までの 

年１期とする。 

 

（剰余金の分配の制限） 

第 ３６ 条 当法人は、剰余金の分配を行わない。 

 

（残余財産の帰属） 

第 ３７ 条 当法人が清算をする場合において有する残余財産は、社員総会の

決議を経て、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法

律第5条第17号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に寄附

するものとする。 

以上 

 

本書は当法人の定款に相違ない。 

 

     ３０年 １０月 ３１日 

 

    東京都渋谷区恵比寿一丁目２２番２３号１Ｆ 

      一般社団法人日本レスキューボランティアセンター 

       代表理事  見上 愛智 

                         

                          

 

 


